2012年8月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
社会保障・税一体改革関連法案成立に対する自治労見解

１．社会保障と税の一体改革関連法案は、2012年3月30日に、国会に提出され、民主党・自民党・公明党の３党で修正合意されたのち、６月26日に衆議院で可決、８月10日に参議院で可決成立した。
２．自治労は、この間、グランドデザイン構想を確認し、小泉内閣時代の新自由主義と決別し、社会保障の機能強化のためには、増税や社会保険料などの国民負担率の適正な上昇は避けられないとの認識を示し、税制改革として所得・資産・消費における再分配機能の強化の必要性を訴え、連合と連携して、取り組みを進めてきた。特に、政府が検討の理念としていた、「参加保障」「普遍主義」「安心に基づく活力」という方向性が具体化されるよう対策を進めてきたところである。
３．しかしながら政府提出の関連法案は、当初、意図していた、雇用・貧困格差対策、所得再分配機能、地域主権の観点が弱まったものとなった。更には、３党の修正合意の結果、短時間労働者の社会保険適用拡大の後退、高所得者の年金支給の減額の削除、所得税の最高税率の引き上げの削除、相続税の基礎控除の引き下げ・税率構造の見直しについて削除となったことは、税制や社会保険制度における再分配機能が損なわれたものとなっており、遺憾と言わざるを得ない。

４．一方、社会保障改革については、多くの法案が成立した。

社会保険制度については、基礎年金国庫負担１/２の恒久化、年金の受給資格期間の短縮、厚生年金・健康保険などの産休期間中の保険料免除、国民健康保険の保険料の低所得者軽減と財政基盤の強化などが盛り込まれた。今後とも、持続可能性のある信頼できる社会保険制度の構築に向けて取り組む必要がある
子ども子育て支援については、市町村の責務の明確化と機能強化、最低基準の改善の方向とその財源の確保、学童保育の社会的規制の整備、１兆円の安定財源確保が明記された。引き続き、自治労が求める子ども子育て支援の具体化に取り組むことが求められている。

介護保険制度については、2012年の介護報酬で、施設から在宅へのシフト、訪問介護の生活援助等の見直し、介護職員処遇改善の仕組みが臨時的に措置されている。介護職員の人材確保に向けては極めて厳しい状況であるとともに、給付抑制の動きに強く警戒をしていく必要がある。

医療制度については、2012年度診療報酬改定で2010年に続いてプラス改定がされるとともに、病院の機能分化や中核的な病院に重点配分された。今後、地域医療の確保、就労看護師200万人体制実現に向け、診療報酬改定・医療制度改革に向けて取り組みを進めていく必要がある。
貧困・格差対策については、政府において「生活支援戦略」の策定に向けて検討が進められている。生活保護制度の改悪の動きを警戒しつつ、第２のセーフティーネットの充実などに向けて取り組みを進めることが必要である。
地方に対する財源保障については、5％の消費税増税分のうち、1.54％分が地方への配分となったが、地方財政の好転に実質的に寄与されるよう対策を進めるとともに、地方自治体においては、子育て支援や地域医療の確保など、積極的な社会保障政策が展開されるよう、取り組むことが求められる。
５．こうした法案が成立する一方、積み残しとなっている課題もある。後期高齢者医療制度の廃止や高額療養費の財源の確保が見送られるとともに、医療・介護、生活保護については給付の抑制の動きが強まっている。今後、社会保障国民会議で議論されることとなるが、引き続き、動向を見極める必要がある。
税制改革については、消費税法の附則で、所得税の累進性の強化の具体的検討と法制上の措置、相続税の課税ベースや税率構造等の見直しの検討と法制上の措置が明記されていることから、具体的な検討を強く求めていく必要がある。さらには、大綱で明記されている、租税特別措置の見直しや国際連帯税の検討も求めていく必要がある。

一方、改正消費税法の附則には、成長戦略並びに事前防災及び減災等に資する分野に資金を重点的に配分することなど検討するとされており、無駄な公共事業の復活が懸念される。これらを厳しく監視し、改革の意義が薄れることのないようにしなければならない。
６．2010年10月以降、本格的な社会保障・税一体改革の議論を通じて、多くの問題が生じた。民主党執行部の合意のあり方については、賛否が二分した議論が繰り返され、最終的に民主党の分裂を招く状況となっていることは遺憾と言わざるを得ない。また国会の議論については、政策よりも政局を優先するあまり、社会保障改革のあり方議論を無視する動きがあるのは、政治不信を招く行為であると強く指摘せざるをえない。

自治労は連合と連携し、社会保障制度機能強化とそれを担保する財源の確保、税制の所得再分配機能を強化する立場で、引き続き、対策を進めることとする。
以上
